
 

 

 

 

 

 

 

第３８３回 

天草不知火海区漁業調整委員会 

議事録 

 

 

 

 

 

 

令和４年（２０２２年）３月８日開催 



第３８３回天草不知火海区漁業調整委員会議事録 

 

１ 開催日時 令和４年（２０２２年）３月８日（火）午後２時から 

２ 開催場所 ホテル熊本テルサ ３階 たい樹 

３ 出 席 者 

（出席委員） 江口幸男 前田和昭 桑原千知 佐々木倫一 廣田幸英 田代龍也 

深川英穂 澤田唯二 岸田光代 平岡政宏 一宮睦雄 藤木美才 

田中愛美 藤田香織 

  （欠席委員） 友村喜一  

  （漁業取締事務所）機関長 木村康隆 

（天草広域本部水産課）技師 若田隆太 

（熊本県漁業協同組合連合会）指導部次長 河嵜皇一郎 

（水産振興課）主幹 鮫島守 

（事務局）事務局長 宮本政秀 主幹 大塚徹 参事 郡司掛博昭 

 技師 東海林明 

４ 内  容 

（１）開 会 

（２）議 事 

議 題 

第１号議案 

知事許可漁業の制限措置の内容及び申請すべき期間について(諮問) 

第２号議案 

 宝石さんごの採捕制限について（指示） 

第３号議案 

くろまぐろに関する令和３管理年度における知事管理区分へ配分する数量 

の変更（県留保枠の配分）について（諮問） 

第４号議案 

くろまぐろに関する令和４管理年度における知事管理区分へ配分する数量 

について（諮問） 

第５号議案 

するめいかに関する令和４管理年度における知事管理区分へ配分する数量 

について（諮問） 

第６号議案 

令和３年度長崎県南部海区漁業調整委員会と天草不知火海区漁業調整委 

員会との間の協定第４に関する合意書に基づく協議会について（協議） 

 

議事の経過 

 

事務局 

 

 

 

 

定刻になりましたので、ただいまから第３８３回天草不知火海区漁業

調整委員会を開催いたします。 

委員会開催にあたり事務局から御報告いたします。 

本日の委員出席者数は、１５名中１４名で過半数に達しております

ので、海区漁業調整委員会規程第５条第１項に基づき、本委員会が成立
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していることを御報告いたします。 

それでは、議事に入ります前に、資料の確認をさせて頂きます。 

「第３８３回天草不知火海区漁業調整委員会次第」という資料を１部

と「漁業法関係法令集」という冊子を１部お配りしております。 

過不足等ありませんでしょうか。 

よろしいでしょうか。 

それでは、江口会長お願いします。 

 

皆さんこんにちは。 

コロナのまん延防止が収まらない中で漁業調整委員会を開催すると

いうことで、事務局の方も心配されているようです。 

皆さんも御承知のとおり、今、アサリの偽装問題で熊本県自体、水

産業のブランドの問題があります。１０年程前ですが、２回ほど私も

この調整委員会で中国アサリをどうにかしてほしいと強い要望をしま

したが、どうしても行政の方が動かなかったということです。 

その間、県庁の水産課にも振興局にも出向いて行ったけれども、取

り扱ってもらえなかったでの、行政の在り方というのを考えていかな

ければならないと考えております。 

アサリの場合は、輸入ができないように規制すればいいんですが、

天草の方で問題となっている鉄鋼スラグ、これを天草の海に投入する

ということで問題になりました。これも県庁に何回も言ったが取り扱

ってくれませんでした。しかし、地域住民が立ち上がって鉄鋼スラグ

は天草の海には入れてはならないと運動しようやく収まったんです。

それを考えれば、あの鉄鋼スラグを天草の海に入れていたら灰の島に

なっていたと怖ろしい思いがします。ですからもう少し行政の方も慎

重に取り扱ってもらわないと、アサリも早い段階で県の方が動いてい

れば何も問題なかったというふうに考えております。アサリについて

は見直しがききますが、鉄鋼スラグを海に捨ててしまえば、二度と復

活はしませんので、県の方も真摯に受け止めてもらわないと後手後手

の対応ばかりでは、県の今の姿は納得いかないのが心情でございま

す。マスコミの方からも取材の申し込みもあったおりましたが、取材

も受けず回答もしていませんでしたが、委員会の皆様には知っていた

だければと思い話をしました。県の方もしっかり対応してもらうよう

に、よろしくお願いします。 

それでは、ただ今から第３８３回天草不知火海区漁業調整委員会を

開会いたします。 

 議事に入ります前に、海区漁業調整委員会規程第１０条で定められ

ております議事録署名につきまして、本日は桑原委員と田中委員にお

願いいたします。 

なお、議事の進行につきましては、皆様の御協力を御願いします。 

それでは議事に入ります。 

第１議案「知事許可漁業の制限措置の内容及び申請すべき期間につ

いて」水産振興課より説明をお願いします。 



 

水産振興課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水産振興課です。 

本日は、知事許可漁業の手繰第２種漁業自家用餌料びき網漁業、手

繰第３種漁業なまこけた網漁業、吾智網漁業、大目流し網漁業、中目

流し網漁業、小目流し網漁業、かに網漁業、いか柴漬け漁業、たこつ

ぼ漁業、その他のかご漁業、もじゃこ漁業、きびなご刺し網漁業、か

にかご漁業の制限措置の内容及び申請すべき期間について諮問させて

いただきます。着座にて説明させていただきます。 

熊本県漁業調整規則、以下規則といいますが、規則には、知事は、

新たに漁業の許可をしようとするときは、当該知事許可漁業を営む者

の数、当該知事許可漁業に係る船舶等の数等を勘案して、漁業時期や

操業区域などの内容、用語としては制限措置と呼びますが、この制限

措置を定め、当該制限措置の内容及び許可を申請すべき期間を公示し

なければならないと規定されています。また、公示する制限措置の内

容及び申請すべき期間を定めようとするときは、関係海区漁業調整委

員会の意見を聴かなければならないと規定されています。そこで、地

元漁業者及び関係漁協から新たに漁業を営みたいと要望のあった１０

の漁業、許可の有効期間満了に伴い、引き続き漁業を営みたいとの要

望のあった３つの漁業について諮問させていただきます。 

今回諮問させていただく制限措置の内容について、個別にかつ具体

的に説明いたします。まず、手繰第２種漁業自家用餌料びき網漁業に

ついてです。法令集の上から１枚目をご覧ください。自家用餌料餌料

びき網漁業は、法令集の上から１枚目の裏面の図１の２３に記載され

ているように、ビームと呼ばれる棒状の構造物のついた網漁具を船舶

の動力を利用して曳き回し、エビやイカを漁獲する漁業です。資料３

ページをご覧ください。今回、２種類の制限措置の公示を予定してお

ります。操業区域は、資料４ページの別記１のとおり葦北郡芦北町田

浦の地先となる火共第３号共同漁業権漁場内田浦地先、資料５ページ

の上天草市龍ヶ岳町大道の地先となる天共第１２号共同漁業権漁場内

大道地先となっています。共同漁業権漁場の位置につきましては、法

令集の上から１１枚目に共同漁業権連絡図を添付しておりますので、

ご参照ください。漁業時期は、１月１日から１２月３１日まで、船舶

の総トン数及び推進機関の馬力数は、船舶の総トン数が１０トン未

満、推進機関の馬力数は定めなし、許可又は起業の認可をすべき船舶

の数は２隻と１隻、漁業を営む者の資格として葦北郡芦北町に住所を

有する者、上天草市龍ヶ岳町大道に住所を有する者、熊本県の漁船登

録を受けた漁船の所有者又は使用者としています。 

許可又は起業の認可を申請すべき期間は、令和４年（２０２２年）

３月２５日から令和４年（２０２２年）４月４日までを予定していま

す。この公示に係る許可の有効期間は、許可の日から令和６年（２０

２４年）３月３１日までとしています。また、備考の（２）に許可を

するに当って付す条件を記載しています。制限措置によってそれぞれ

条件が異なりますが、同じ操業区域の既存の許可と同様の条件となっ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ております。手繰第２種漁業自家用餌料びき網漁業については以上で

す。 

次に手繰第３種漁業なまこけた網漁業についてです。法令集の上か

ら２枚目がなまこけた網漁業の資料になります。図のようななまこけ

た網を海底に沈め、漁船で曳いてなまこを漁獲します。資料６ページ

をご覧ください。操業区域は、資料７ページの別記１のとおり葦北郡

芦北町の田浦地先である火共第３号漁業権漁場内田浦地先となってお

り、漁業時期は、１０月１日から翌年３月３１日までとなっていま

す。船舶の総トン数及び推進機関の馬力数は、それぞれ船舶の総トン

数は５トン未満、推進機関の馬力数は定めなしとなっています。許可

又は起業の認可をすべき船舶の数は１隻、漁業を営む者の資格として

葦北郡芦北町に住所を有する者、熊本県の漁船登録を受けた漁船の所

有者又は使用者としています。 

許可又は起業の認可を申請すべき期間は先程の自家用餌料びき網漁

業と同様です。この公示に係る許可の有効期間は、許可の日から令和

５年（２０２３年）３月３１日までとしています。また、備考の

（２）に許可をするに当って付す条件を記載しています。同じ操業区

域の既存の許可と同様の条件となっております。なまこけた網漁業に

ついては以上です。 

次に吾智網漁業についてです。法令集の上から３枚目が吾智網漁業

の資料になります。裏面の図４の１のように網漁具を海底に沈め、図

では手で網を手繰り寄せていますが、吾智網漁業ではローラーで漁具

を巻き上げます。主に、マダイ等を漁獲し、不知火海で行われている

漁法です。資料８ページをご覧ください。操業区域は、資料９ページ

の別記１のとおり葦北郡津奈木町と上天草市龍ヶ岳町を結んだ線以南

の共同漁業権漁場を除いた不知火海と天草市御所浦町の北東部に位置

する天共第１３号共同漁業権漁場内の嵐口地先となっており、漁業時

期は、１月１日から１２月３１日までとなっています。船舶の総トン

数及び推進機関の馬力数は、それぞれ船舶の総トン数は５トン未満、

推進機関の馬力数は定めなしとなっています。許可又は起業の認可を

すべき船舶の数は１隻、漁業を営む者の資格として天草市御所浦町御

所浦に住所を有する者、熊本県の漁船登録を受けた漁船の所有者又は

使用者としています。 

許可又は起業の認可を申請すべき期間は先ほどの自家用餌料びき網

漁業と同様です。この公示に係る許可の有効期間は、許可の日から令

和５年（２０２３年）７月３１日までとしています。また、備考の

（２）に許可をするに当って付す条件を記載しています。同じ操業区

域の既存の許可と同様の条件となっております。吾智網漁業について

は以上です。 

次に、大目流し網漁業についてです。法令集の上から４枚目をご覧

ください。大目流し網漁業の資料として、すずき流し網漁業の資料を

添付しております。図のような漁具を潮流を横切るように設置して、

マダイやスズキ等を漁獲する漁業です。資料１０ページをご覧くださ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

い。操業区域及び漁業時期は、資料１１ページに記載しておりますと

おり、不知火海の中部から南部の海域が漁場となっています。周年操

業は可能となっていますが、時期によって操業区域の北限線が異なり

ます。船舶の総トン数及び推進機関の馬力数は、船舶の総トン数が５

トン未満、推進機関の馬力数は定めなし、許可又は起業の認可をすべ

き船舶の数は１隻、漁業を営む者の資格として葦北郡芦北町に住所を

有する者、熊本県の漁船登録を受けた漁船の所有者又は使用者として

います。 

許可又は起業の認可を申請すべき期間は他の新規の許可と同様で

す。この公示に係る許可の有効期間は、許可の日から令和５年（２０

２３年）３月３１日までとしています。また、備考の（２）に許可を

するに当って付す条件を記載しています。同じ操業区域の既存の許可

と同様の条件となっております。大目流し網漁業については以上で

す。 

次に、中目流し網漁業についてです。法令集の上から５枚目をご覧

ください。前回までと同じ資料になりますが、このしろ流し網漁業の

資料を添付しております。図のような漁具を潮流を横切るように設置

して、あじ、このしろ等を漁獲する漁業です。資料１２ページをご覧

ください。今回２種類の制限措置の公示を予定しています。操業区域

は、資料１３ページ及び１４ページに記載していますが、１つ目は、

不知火海の公海と葦北郡芦北町田浦の地先である火共第３号共同漁業

権漁場内の田浦地先、２つ目が不知火海の公海と上天草市龍ヶ岳町樋

島の地先となっています。船舶の総トン数及び推進機関の馬力数は、

船舶の総トン数が５トン未満、推進機関の馬力数は定めなし、許可又

は起業の認可をすべき船舶の数は３隻と１隻、漁業を営む者の資格と

して葦北郡芦北町に住所を有する者、上天草市龍ヶ岳町樋島に住所を

有する者、熊本県の漁船登録を受けた漁船の所有者又は使用者として

います。 

許可又は起業の認可を申請すべき期間は他の新規の許可と同様で

す。この公示に係る許可の有効期間は、許可の日から令和５年（２０

２３年）１１月３０日までとしています。また、備考の（２）に許可

をするに当って付す条件を記載しています。同じ操業区域の既存の許

可と同様の条件となっております。中目流し網漁業については以上で

す。 

次に、小目流し網漁業についてです。法令集の上から５枚目の裏面

に小目流し網漁業の資料としてしいば流し網漁業の資料を添付してい

ます。小目流し網漁業は、基本的には中目流し網漁業と同様の形態で

操業しますが、漁具の目合いが中目流し網漁業の５センチメートル以

上９センチメートル未満に対し、小目流し網漁業は、５センチメート

ル未満となっています。主にさより、きす、しいば等を漁獲します。

操業区域は、資料１６ページに記載していますが、葦北郡芦北町田浦

の火共第３号共同漁業権漁場内田浦地先、船舶の総トン数及び推進機

関の馬力数は、船舶の総トン数が５トン未満、推進機関の馬力数は定



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

めなし、許可又は起業の認可をすべき船舶の数は１隻、漁業を営む者

の資格として葦北郡芦北町大字田浦に住所を有する者、熊本県の漁船

登録を受けた漁船の所有者又は使用者としています。許可又は起業の

認可を申請すべき期間は他の新規の許可と同様です。この公示に係る

許可の有効期間は、許可の日から令和４年（２０２２年）１０月３１

日までとしています。また、備考の（２）に許可をするに当って付す

条件を記載しています。同じ操業区域の既存の許可と同様の条件とな

っております。小目流し網漁業については以上です。 

次に、かに網漁業についてです。法令集の上から６枚目に固定式刺

し網漁業の資料としてくちぞこ刺し網漁業の資料を添付しています。

かに網漁業は、資料に記載してあるような固定式の漁具を設置して、

かにを漁獲します。操業区域は、資料１８ページに記載しています

が、共同漁業権漁場を除いた不知火海と上天草市龍ヶ岳町樋島の地先

です。船舶の総トン数及び推進機関の馬力数は、定めなし、許可又は

起業の認可をすべき船舶の数は１隻、漁業を営む者の資格として上天

草市龍ヶ岳町樋島に住所を有する者、熊本県の漁船登録を受けた漁船

の所有者又は使用者としています。許可又は起業の認可を申請すべき

期間は他の新規の許可と同様です。この公示に係る許可の有効期間

は、許可の日から令和５年（２０２３年）４月３０日までとしていま

す。また、備考の（２）に許可をするに当って付す条件を記載してい

ます。同じ操業区域の既存の許可と同様の条件となっております。か

に網漁業については以上です。 

次に、いか柴漬け漁業の制限措置になります。法令集の上から７枚

目をご覧ください。柴漬け漁業の柴とは、枝葉の多い木の枝を束ねた

ものをいいます。この柴を海底に設置し、これを船上に引き上げ柴に

潜り込んだ魚類を振り落とすなどして漁獲する漁法になります。今回

の場合は、いかを採捕することを目的とする柴漬け漁業ですので、い

か柴漬け漁業となります。本県には、いか柴漬け漁業の他に、うなぎ

柴漬け漁業がございます。資料１９ページをご覧ください。操業区域

は葦北郡芦北町の地先である火共第 3号共同漁業権漁場内芦北地先と

水俣市の地先の火共第４号及び同第７号共同漁業権漁場内、漁業時期

は４月１日から９月３０日まで、船舶の総トン数及び推進機関の馬力

数は、定めなしとなっています。許可又は起業の認可をすべき船舶の

数は５隻と１隻、漁業を営む者の資格は記載のとおりとなっていま

す。許可又は起業の認可を申請すべき期間は他の新規の許可と同様で

す。許可の有効期間は許可日から令和５年（２０２３年）９月３０日

までとしています。また、許可をするに当って付す条件は、「ア 免

許を受けた漁業の操業を妨げてはならない。」としております。いか

柴漬け漁業については、以上です。 

次に、たこつぼ漁業についてです。法令集の上から８枚目にたこつ

ぼ漁業の資料を添付しています。たこつぼ漁業は、素焼きのツボを海

底に設置し、狭いところを好むたこの習性を利用して漁獲する漁業

で、県内各地で行われています。今回、２種類の制限措置の公示を予



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定しています。操業区域は、資料２２ページに記載していますが、不

知火海の公海部分、すなわち、共同漁業権漁場を除いた不知火海と葦

北郡芦北町田浦の地先である火共第３号共同漁業権漁場内田浦地先又

は天草市御所浦町の北東部に位置する嵐口地先となっています。船舶

の総トン数及び推進機関の馬力数は、定めなし、許可又は起業の認可

をすべき船舶の数は各１隻、漁業を営む者の資格のうち、住所として

それぞれ葦北郡芦北町に住所を有する者、天草市御所浦町に住所を有

する者、そして熊本県の漁船登録を受けた漁船の所有者又は使用者と

しています。許可又は起業の認可を申請すべき期間は、他の新規の許

可と同様です。この公示に係る許可の有効期間は、許可の日から令和

６年（２０２４年）２月２９日までとしています。また、備考の

（２）に許可をするに当って付す条件を記載しています。同じ操業区

域の既存の許可と同様の条件となっておりますたこつぼ漁業について

は以上です。 

新規の許可の要望の最後となりますが、その他のかご漁業について

です。その他のかご漁業では、かごを使用して、主にちぬやめばる等

を漁獲します。今回、２種類の制限措置の公示を予定しています。操

業区域は、資料２４ページ及び２５ページに記載していますが、旧本

渡市の地先と上天草市龍ヶ岳町大道の地先となっています。 

すみません。資料が間違っておりました。今回公示とは別の資料が

添付されておりました。すみませんでした。口頭のみで説明させてい

ただきます。 

船舶の総トン数及び推進機関の馬力数は、定めなし、許可又は起業

の認可をすべき船舶の数は、旧本渡市の地先が１隻、上天草市龍ヶ岳

町大道の地先が２隻、漁業を営む者の資格のうち、住所としてそれぞ

れ天草市下浦町に住所を有する者、上天草市龍ヶ岳町大道に住所を有

する者、そして熊本県の漁船登録を受けた漁船の所有者又は使用者と

しています。許可又は起業の認可を申請すべき期間は他の新規の許可

と同様です。この公示に係る許可の有効期間は、許可の日から令和４

年（２０２２年）１１月３０日までとしています。また、備考の

（２）に許可をするに当って付す条件を記載しています。同じ操業区

域の既存の許可と同様の条件となっております。その他のかご漁業に

ついては以上です。 

次に、許可の有効期間満了に伴い引き続き漁業を営みたいと要望の

あった３つの漁業についてご説明いたします。まず、もじゃこ漁業に

ついてです。 

このもじゃこ漁業ですが、もじゃこすなわち全長１５センチメート

ル以下のぶりの稚魚を採捕する漁業になります。もじゃこを採捕し

て、県内の養殖用種苗として用いられます。資料２６ページをご覧く

ださい。操業区域は、天草海（有明海及び不知火海を除く熊本県の海

面。ただし、共同漁業権漁場内を除く。）となっております。漁業時

期すなわち操業期間の開始日については、資源の来遊状況により解禁

日を決定するため、現段階では空欄となっております。例年、解禁日



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は、解禁日のおよそ１週間前の４月上旬頃に関係漁協で決定されてお

りますので、漁業時期決定後、制限措置の内容に付け加えさせていた

だきたく存じます。終了日については、７月３１日です。 

船舶の総トン数及び推進機関の馬力数については、昨年まで１０ト

ン未満というトン数制限がありましたが、令和３年１２月にぶり養殖

用種苗採捕に係る申し合わせ事項から使用船舶のトン数に関する制限

が撤廃されたことにより、今回から定めなしとしております。 

漁業を営む者の資格としまして、これまでと同様の内容で規定して

おります。 

 許可又は起業の認可を申請すべき期間につきましては、漁業時期の

決定後、付け加えさせていただきたく存じます。 

 もじゃこ漁業の許可の有効期間は、漁業時期と同一の期間としてお

ります。許可をするに当って付す条件については、申し合わせ事項か

らトン数制限と同じく使用する漁具の網目の大きさに関する制限が無

くなったことに伴い、網目の大きさに関する条件を削除しておりま

す。追加された項目としては、ウの実績報告とエのもじゃこの採捕数

量に関する制限がございます。ウとエにつきましては、申し合わせ事

項から使用する船舶のトン数や漁具の網目の大きさの制限がなくなっ

たことに伴い、採捕尾数の管理を厳格にすることを目的として、申し

合わせ事項に追記された内容になります。本県では、通常２日程度で

必要な数量の採捕が見込まれ、これまでもその実績を報告していただ

いていることから、ウの漁獲実績について、関係者の負担が増えるこ

とはないと考えております。また、通常の年であれば、採捕尾数は４

０万尾から５０万尾となっておりますので、採捕計画尾数の１，１８

万６千尾を超えるような状況になる可能性は低いと考えております。

もじゃこ漁業については、以上です。 

次に、きびなご刺し網漁業についてです。法令集の上から９枚目に

きびなご刺し網漁業の資料を添付しています。きびなご刺し網漁業

は、図７の２４のように固定式漁具を設置し、きびなごを漁獲する漁

業で、主に牛深地域で行われています。資料２７ページをご覧くださ

い。今回、３種類の制限措置の公示を予定しています。操業区域は、

別記１が天草市牛深町の地先である天共第９号共同漁業権漁場内牛深

町地先、別記２が天草市久玉町の地先である天共第９号共同漁業権漁

場内久玉町地先、別記３が天草市天草町の地先である天共第８号共同

漁業権漁場内天草町地先となっています。船舶の総トン数及び推進機

関の馬力数は、定めなし、許可又は起業の認可をすべき船舶の数は上

から２７隻、７隻、１隻、漁業を営む者の資格のうち、住所として天

草市牛深町又は久玉町に住所を有する者、天草市久玉町に住所を有す

る者、天草市天草町に住所を有する者そして熊本県の漁船登録を受け

た漁船の所有者又は使用者としています。許可又は起業の認可を申請

すべき期間は、令和４年（２０２２年）４月１１日から令和４年（２

０２２年）５月１３日まで、この公示に係る許可の有効期間は、令和

４年（２０２２年）６月１日から令和７年（２０２５年）５月３１日
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議長 

 

までとしています。また、備考の（２）に許可をするに当って付す条

件を記載しています。既存の許可と同様の条件となっております。き

びなご刺し網漁業については以上です。 

次に、かにかご漁業についてです。法令集の上から１０枚目にかに

かご漁業の資料を添付しています。名称のとおり、かごによりかにを

漁獲する漁法です。県内各地で行われており、資料３１ページから３

２ページの表の上から４行目までが不知火地区、３２ページの５行目

から３３ページまでが天草地区の制限措置の案となっています。 

操業区域は、別記１から１３まで、又は直接記載している共同漁業

権漁場内となっています。①別記１のとおりのように①から④までの

数字を記載しています。この①から④までの数字については、各制限

措置に付す条件の種類の区分となっています。条件については、後ほ

どご説明いたします。漁業時期については、制限措置によって異な

り、表のとおりとなっております。船舶の総トン数及び推進機関の馬

力数は、定めなし、許可又は起業の認可をすべき船舶の数は、要望の

あった数、漁業を営む者の資格は表に記載しているとおりとなってい

ます 

 許可又は起業の認可を申請すべき期間及びこの公示に係る許可の有

効期間は、きびなご刺し網漁業と同様となっております。また、備考

の（２）に許可をするに当って付す条件を記載しています。条件は、

「ア 免許を受けた漁業の操業を妨げてはならない。」については共

通となっていますが、①と④では使用可能なかごの個数が、②、③は

操業区域及び漁業時期も一体となった条件となっています。なお、条

件の内容については、既存の許可と同様です。かにかご漁業について

は以上です。 

以上で、説明を終わります。御審議の程よろしくお願いします。 

 

ただ今、水産振興課から、第１号議案について説明がありました

が、委員の皆様から御意見、御質問はございませんか。 

 

何かございませんか。 

 

はい。 

 

はいどうぞ。 

 

２３ページですが、かご漁業のその他のかご漁業の資料について、

間違っているということですか。資料の差し替え等をしますか。 

 

はい。正しい資料をお送りいたします。 

 

よろしいですか。他にございませんか。 
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ありません。 

 

よろしいですか。 

 

はい。 

 

それでは、他に無いようですので、第１号議案については、「特に

意見なし。」と答申してよろしいですか。 

 

はい。 

 

 ありがとうございます。 

それでは、第１号議案については、特に意見なしと答申します。 

次に、第２号議案「宝石さんごの採捕制限について」水産振興課か

ら説明をお願いします。 

 

水産振興課です。 

はじめに、資料４４ページをご覧ください。 

県知事からの委員会指示の発出に係る依頼文です。 

読み上げさせていただきます。 

宝石さんごの採捕を禁止する委員会指示について（依頼） 

 このことについては、水産庁からの技術的助言（平成２７年１０月２

０日付け２７水管第１４５０号）を受け、貴委員会に宝石さんご採捕禁

止の委員会指示の発出を依頼し、天草不知火海区漁業調整委員会指示第

１７３号を発出いただいているところです。 

この委員会指示の有効期間は、令和４年（２０２２年）３月３１日で

終了しますが、今後も本県海域における宝石さんごを保護する必要があ

り、引き続き採捕を禁じる委員会指示が必要と考えます。 

つきましては、宝石さんごの採捕禁止に係る漁業法第１２０条第１

項に基づく委員会の指示を発出いただきますようお願いいたします。 

資料４５ページから４６ページに現在の委員会指示を載せておりま

す。 

現在の委員会指示が発出されたいきさつを簡単に説明します。 

資料４７ページをご覧ください。 

平成２７年（２０１５年）１０月２０日付け２７水管第１４５０号

により水産庁長官から、各都道府県に対し、国内の宝石さんご資源を

適切に管理する内容の通知が出されました。 

資料４７ページの後半に、この通知が出された背景が記載されてお

り、要約しますと、 

・宝石サンゴは、近年、中国等での需要の高まりを受けて、価格が

高騰している。 

・宝石サンゴを対象とした漁業への漁業者の関心が高まっている。 

・宝石サンゴは、１年で０．２ｍｍ程度しか成長せず、一旦資源が
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減少してしまえば、資源の回復に非常に長い時間がかかる。 

・国際的には、宝石サンゴの種の保存のため、いわゆるワシントン

条約の附属書に掲載し、国際取引を制限すべきとの議論がある。 

ということでした。 

資料４８ページ以降に、現在許可漁業としてサンゴ漁業がある県に

対しての助言が書かれています。 

資料４９ページには、「６．一般採捕の禁止」として、サンゴ漁業

の許可を行っていない県の対応について書かれております。 

その内容は、宝石さんごの採捕について、現在漁業調整規則に基づ

く規制がない県は、速やかに委員会指示で採捕禁止を指示し、併せて

漁業調整規則での規制を検討するように、というものでした。 

この水産庁通知を受けまして、熊本県では本県海域での規制の必要

性について検討を行いました。 

その結果、本県海域においても宝石さんごの生息の可能性があり、

迅速かつ適切な資源の管理が必要であると判断しまして、令和２年

（２０２０年）２月１４日に開催された第３６４回の当委員会に対

し、委員会指示の発出を要請いたしました。 

その結果、当委員会より、令和２年（２０２０年）２月２８日の熊

本県公報により、第３回目の委員会指示第１８２号が発出され、現在

に至っております。 

続いて、県が引き続き採捕禁止の指示が必要と考える理由ですが。 

まず、水産庁の技術的助言に述べられていた背景は、６年経過後の

現在も何ら変わりはないと考えております。 

次に、本県海域が宝石さんごの生息の可能性があり、適切な資源の

管理が必要であるとの判断についても、６年後の現在も同じ判断で

す。 

これらのことから、本県は引き続き宝石さんご採捕禁止の委員会指

示が必要と判断する次第です。 

また、地元の天草市五和地区から牛深地区にかけて、聞き取り調査

を行いましたが、委員会指示が発出されても支障がない旨の回答を得

ております。 

参考資料といたしまして、前回の委員会指示要請の際の添付資料と

宝石さんご生息域を管轄する都道府県の現在の対応状況を、資料５６

ページ以下に載せております。 

事務局からの説明は以上でございます。 

御審議の程よろしくお願いします。 

 

ただ今、水産振興課から、第２号議案について説明がありました

が、委員の皆様から御意見、御質問はございませんか。 

 

何かございませんか。 

 

異議なし。 
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それでは、他に無いようですので、第２号議案については、委員会

指示を行うことでよろしいでしょうか。 

 

異議なし。 

 

ありがとうございます。 

それでは、水産振興課より委員会指示の案を説明してください。 

 

それでは、委員会指示案を説明させていただきます。 

資料５７ページに委員会指示の案を付けております。 

天草不知火海区漁業調整委員会指示第   号 

宝石さんご（アカサンゴ、モモイロサンゴ及びシロサンゴをいう。以

下「宝石さんご」という。）の資源保護のため、漁業法（昭和２４年法

律第２６７号）第１２０条第１項の規定に基づき、次のとおり指示する。

ただし、国、地方公共団体若しくは試験研究機関が試験研究のために採

捕する場合は、この限りでない。 

令和 年（   年） 月 日 

天草不知火海区漁業調整委員会会長 江口 幸男 

１ 指示の内容 

熊本県漁業調整規則（令和２年熊本県規則第５１号）の別表の天草

海において宝石さんごを採捕してはならない。ただし、同規則第４０

条第１項第２４号に規定する海域を除く。 

２ 指示の有効期間 

令和４年（２０２２年）４月１日から令和６年（２０２４年）３月

３１日まで。 

事務局からの説明は以上でございます。 

御審議の程よろしくお願いします。 

 

 ただいま、水産振興課より委員会指示の案について説明がありました

が、委員の皆様から御意見、御質問はございませんか。 

 

何かございませんか。 

 

異議なし。 

 

それでは、他に無いようですので、第２号議案については、水産振興

課の案のとおり委員会指示を発出してよろしいでしょうか。 

 

はい。 

 

ありがとうございます。 

それでは、第２号議案については、案のとおり委員会指示を発出し
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ます。 

次に、第３議案「くろまぐろに関する令和３管理年度における知事管

理区分へ配分する数量の変更（県留保枠の配分）について」水産振興課

より説明をお願いします。 

 

水産振興課です。 

 第３号議案「くろまぐろに関する令和３管理年度における知事管理区

分へ配分する数量の変更（県留保枠の配分）について」諮問させていた

だきます。 

資料は６１ページをご覧ください。まず、漁業法に基づく新たな資源

管理の流れをご説明します。「新たな」と言われていますが、基本的な

考え方は従来 TAC 管理と呼ばれてきた漁獲量の管理手法と同様です。 

 漁業法に基づく資源管理では、漁業者による漁獲量等の報告や研究機

関による様々な調査に基づき、資源量や漁業の影響の評価及び将来予測

を行います。その後、漁業者や各都道府県等の意見を確認した上で、管

理の目標や具体的な方針が定められます。これに基づき、国全体の年間

の漁獲量の上限、総漁獲可能量が設定されます。漁獲量がこの総漁獲可

能量を超えることがないように管理を行っていくものが、TAC 管理と呼

ばれるものです。 

 また、資源管理の対象となる水産資源には、今回お諮りする「くろま

ぐろ（小型魚）」及び「くろまぐろ（大型魚）」や、この後お諮りする

「するめいか」が含まれ、現在１年ごとに漁獲可能量を設定し、管理が

行われているため、ここでの総漁獲可能量は年間総漁獲可能量と同義で

す。総漁獲可能量は、沖合で行われる大中型まき網等の大臣許可漁業、

沿岸漁業を管理する各都道府県に過去の漁獲実績に基づき配分されま

す。また総漁獲可能量の一部は、想定外の漁獲量の増加に備えた国留保

枠へ配分されます。 

 各都道府県に配分された漁獲可能量を「都道府県別漁獲可能量」と呼

び、ここからさらに各都道府県における資源管理を行う単位である「知

事管理区分」及び想定外の漁獲量の増加に備えた県留保枠に配分されま

す。知事管理区分に配分された漁獲可能量を「知事管理漁獲可能量」と

呼び、これが、漁業者が実際に漁獲することができる量の上限となりま

す。 

 続いて、資料６２ページをご覧ください。「くろまぐろ（小型魚）」

及び「くろまぐろ（大型魚）」は以下、単に「小型魚」及び「大型魚」

といいます。令和４年３月４日時点で本県へ配分されている都道府県別

漁獲可能量は、小型魚１２．７トン、大型魚３．８トンであり、知事管

理漁獲可能量は小型魚 11.4 トン、大型魚３．４トン、県留保枠は小型

魚１．３トン、大型魚０．４トンとなっています。 

 小型魚及び大型魚の管理年度は４月１日から翌年３月３１日までで

あり、令和３管理年度末日である令和４年３月３１日が近いため、想定

外の漁獲量の増加に対応するために確保していた県留保枠を保持して

おく必要性が低いことから、県留保枠の全量を知事管理区分へ再配分し
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議長 

たいと考えています。 

 なお、知事管理区分への漁獲量の配分量の決定及び変更については関

係海区漁業調整委員会へ意見を聴くことが漁業法で定められているこ

とから、本日、諮問させていただいています。 

 さらに、既に主漁期が終了し、今後漁獲量の増加が見込まれない東北

の県から、本県を含む複数の県へ都道府県別漁獲可能量が譲渡されるこ

とが、令和４年３月７日に決まりました。この結果、本県の都道府県別

漁獲可能量が、小型魚は０．７トン増の１３．４トン、大型魚は０．３

トン増の４．１トンに変更になります。この変更に関する県留保枠の扱

いについても、今回お諮りするとおり県留保枠を全て知事管理区分へ配

分するという対応を取らせていただきたく思います。 

以上、令和３管理年度における小型魚並びに大型魚の留保枠の配分

について、御審議の程よろしくお願いします。 

 

ただ今、水産振興課から、第３号議案について説明がありました

が、委員の皆様から御意見、御質問はございませんか。 

 

佐々木委員、何かございませんか。 

 

今回、枠が増加されて大変ありがたく思っております。今年につい

ては、昨年１２月から今年の２月頃にかけて、熊本県の枠を使ってし

まって、今年は天草灘でクロマグロの集団ができたということで、ク

ロマグロの資源が回復していると認識していますので、枠を持ってき

ていただきたいと思います。私も３０年ほど関わってきましたが、天

草の海でこれほどクロマグロが漁獲されるのは初めてではないかと思

います。以前は、長崎の方で集団が形成され、長崎県から枠を融通し

てもらえないかとの話があったが、今年は熊本県で集団が形成され３

０トンほどの漁獲があった。海の中のことは分からない。国の方は科

学的根拠を出すように言っているが、海の中のことは分からないこと

が多すぎますので、熊本県の枠を少しでも増やせるように、よろしく

お願いします。 

 

実は、天草においては、大型定置にも今年は１２月に多く漁獲さ

れ、熊本県枠を使い切った状況です。珍しく、クロマグロが天草灘に

入ったということです。佐々木委員からもありましたが、全国でクロ

マグロの資源が増加しているということです。少しでも枠を確保でき

るようにお願いしたいと思います。 

 

他にございませんか。よろしいですか。 

 

はい。 

 

それでは、他に無いようですので、第３号議案については、「特に
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意見なし。」と答申してよろしいですか。 

 

はい。 

 

 ありがとうございます。 

それでは、第３号議案については、特に意見なしと答申します。 

次に、第４議案「くろまぐろに関する令和４管理年度における知事管

理区分へ配分する数量について」水産振興課より説明をお願いします。 

 

水産振興課です。 

 第４号議案「くろまぐろに関する令和４管理年度における知事管理区

分に配分する数量について」諮問させていただきます。座って説明させ

ていただきます。 

資料は６６ページをご覧ください。資源管理の流れについては、第３

号議案において既にご説明しましたので、省略します。また、ここでも

特定水産資源「くろまぐろ（小型魚）」、「くろまぐろ（大型魚）」は、

単に「小型魚」及び「大型魚」と呼びます。令和４年４月１日から始ま

る令和 4 管理年度の小型魚及び大型魚の本県の都道府県別漁獲可能量

の配分量の通知が水産庁からあり、知事管理区分及び県留保枠への配分

量を決める必要があることから、漁業法に基づき諮問させていただきま

す。 

資料６７ページをご覧ください。配分量の説明に入る前に、都道府県

別漁獲可能量の管理年度当初の配分量が従来の値から変更になりまし

たので、そのことについてご説明します。 

従来、本県の小型魚及び大型魚の管理年度当初の都道府県別漁獲可能

量はそれぞれ、３．５トン、６．０トンでした。これが、令和４管理年

度は小型魚が６．７トン、大型魚が６．２トンに増えます。それぞれの

変更理由について、順に説明します。 

小型魚については、管理年度の開始後すぐに前管理年度未利用分の繰

り越しの一部を各都道府県へ一律で３．０トン追加配布することが慣例

となっていたため、予め当初配分に含めることになりました。また、資

源管理の取り組みが浸透し、精度の高い管理が可能になったことから、

国の留保枠を減らし、都道府県への配分を増やした結果、本県では従来

から３．２トン増の６．７トンが配分されることになりました。 

ただし、本県では平成２８管理年度に漁獲量が漁獲可能量を３．４ト

ン超過してしまい、超過分を分割で以降の管理年度の配分量から差し引

かれるペナルティを受けており、令和 4管理年度の配分量も０．３トン

差し引かれた数量となっています。なお、このペナルティは令和７管理

年度まで続く予定です。 

さらに、今回管理年度当初の配分の仕組みを変更した際、水産庁が計

算を誤り、本県の都道府県別漁獲可能量が０．２トン少なく配分されて

いたことが水産振興課の調べで判明しました。このことについて、水産

庁へ補填するよう要求しており、今後追加で配分されるとの回答を得て
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います。 

大型魚については、資源管理の取り組みにより、くろまぐろの資源量

が回復傾向にあることから、日本全体の漁獲可能量が従来比１５％増の

７３２トン追加されたことを受け、配分量の見直しが行われたもので

す。 

続いて資料６８ページをご覧ください。先ほどご説明しましたとお

り、令和４管理年度当初の本県の小型魚と大型魚の都道府県別漁獲可能

量の配分量はそれぞれ６．７トン、６．２トンであり、これを知事管理

区分及び県留保枠に配分する必要があります。この際の配分割合につい

ては、熊本県資源管理方針において定められており、関係個所を資料に

抜き出して掲載しております。配分割合は小型魚及び大型魚で違いがな

く、都道府県別漁獲可能量の概ね９割を知事管理区分へ配分し、残りを

県留保枠とすることとされています。 

この配分割合に従い、小型魚及び大型魚の知事管理漁獲可能量をそれ

ぞれ６．０トン、５．６トンとし、県留保枠をそれぞれ０．７トン、０．

６トンとしたいと考えています。 

また、都道府県別漁獲可能量は国からの追加配分や他県との融通によ

り、管理年度途中に複数回変更になることが見込まれます。それに伴い、

知事管理漁獲可能量を迅速に変更する必要があるため、熊本県資源管理

方針に定める配分の割合に従って機械的に配分量を変更することとし

て、併せて諮りします。 

以上の、令和４管理年度における小型魚及び大型魚の知事管理区分

に配分する数量について、御審議の程よろしくお願いします。 

 

ただ今、水産振興課から、第４号議案について説明がありました

が、委員の皆様から御意見、御質問はございませんか。 

 

はい。 

 

はいどうぞ。 

 

先程言い忘れましたが、クロマグロについては、誰でも釣って良い

状況が見受けられます。遊漁者は禁止になっていますし、許可がない

人は釣ってはいけないこととなっておりますので、そこの周知をよろ

しくお願いします。水揚げについても、許可とか出してありますが、

その中で受け入れ態勢も、そういう事情を知らない方がおられますの

で、そういった方々への周知もよろしくお願いします。牛深の方は話

ができますが、予期せぬ水揚げがある状況となっていますので、４月

からは連絡を取り合って、超過しないようしてほしいと思います。 

 

佐々木委員が言われるのは、漁協はきちんとやっているが、遊漁船

が全然把握できない。先程のアサリと同じく、きちんと遊漁者の方も

強く指導するようにお願いしたいと思います。 
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他にございませんか。 

 

はいどうぞ。 

 

水産振興課です。補足説明をさせていただきます。会長からありま

した遊漁者についてのクロマグロの漁獲の制限というものが昨年６月

から広域漁業調整委員会の委員会指示で規制が始まっています。昨年

は当初想定した以上に遊漁者が漁獲しているということが分かりまし

て、今現在は、小型魚、大型魚どちらについても遊漁者は採捕禁止に

なっています。ただ、始まって間もない制度ですので、浸透しきって

いない部分があるかと思います。そこについては引き続き、周知を徹

底していく必要があると思っています。広域漁業調整委員会の委員会

指示につきましては次年度もほぼ同様の内容で発出される見込みです

ので、それについては改めて委員会で報告させていただきます。佐々

木委員からありました、クロマグロの釣りにつきましては、広域漁業

調整委員会の中で沿岸クロマグロ漁業と定義されており、委員会指示

で禁止とされています。これは委員会の承認を得る必要があり、天草

漁協牛深総合支所、久玉支所、水俣市漁協に承認を受けた漁業者がお

り、その他は承認を受けていないのでクロマグロを釣ることはできな

いが、近年にないほどの群れが本県沿岸に寄ってきたため、普段釣っ

ていなかった方が釣っていることが判明していす。今後周知と指導を

徹底したいと考えていますので、引き続きご協力の方をお願いしま

す。 

 

はい。どうもありがとうございます。 

漁業者は、行政の指導を守ってやっているが、遊漁者については、

行政の方も把握できない状況ですので、漁業者もそちらの方に目を向

けていかなければならないと思っております。 

他にございませんか。 

よろしいですか。 

 

はい。 

 

それでは、他に無いようですので、第４号議案については、「特に

意見なし。」と答申してよろしいですか。 

 

はい。 

 

 ありがとうございます。 

それでは、第４号議案については、特に意見なしと答申します。 

次に、第５号議案「するめいかに関する令和４管理年度における知事

管理区分へ配分する数量について」水産振興課より説明をお願いしま

す。 
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第５号議案「するめいかに関する令和４管理年度における知事管理区

分へ配分する数量について」諮問させていただきます。 

資料は７２ページをご覧ください。資源管理の流れについては、第３

号議案において既にご説明しましたので、省略します。令和４年４月１

日から始まる令和４管理年度のするめいかの本県の都道府県別漁獲可

能量の配分量の通知が水産庁からあり、知事管理区分及び県留保枠への

配分量を決める必要があることから、漁業法に基づき諮問させていただ

きます。 

資料７３ページをご覧ください。「するめいか」の都道府県別漁獲可

能量は、過去３年の漁獲実績に基づき配分され、平均シェア率が大臣許

可漁業も含めて全体の８０％を構成する都道府県には数量による割り

当てがあります。農林水産統計に基づく熊本県の過去３年の漁獲実績は

１から４トン、シェア率は０．０４％であり、全体の８０％には含まれ

なかったため、数量ではなく「現行水準」という割り当てがされました。

現行水準の県では、資源への影響が比較的小さい、わずかな漁獲しかな

いものの、むやみに漁獲量を増やすことがないような管理が求められま

す。また、資源評価等の根拠となる漁獲量の報告義務については、現行

水準の場合にも適用されます。 

「するめいか」の知事管理区分への配分方法は、熊本県資源管理方針

において定められており、都道府県別漁獲可能量の全量を配分すること

とされています。これに従い、令和４管理年度における「するめいか」

の知事管理区分への配分量を「現行水準」としたいと考えています。 

以上の、するめいかに関する令和４管理年度における知事管理区分

配分する数量について、御審議の程よろしくお願いします。 

 

ただ今、水産振興課から、第５号議案について説明がありました

が、委員の皆様から御意見、御質問はございませんか。 

 

何かございませんか。 

 

よろしいですか。 

 

はい。 

 

ありがとうございます。それでは、他に無いようですので、第５号

議案については、「特に意見なし。」と答申してよろしいですか。 

 

はい。 

 

 ありがとうございます。 

それでは、第５号議案については、特に意見なしと答申します。 

続きまして、議題の第６号議案「令和３年度長崎県南部海区漁業調整
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委員会と天草不知火海区漁業調整委員会との間の協定第４に関する合

意書に基づく協議会について」、事務局から説明をお願いします。 

 

委員会事務局のです。 

はじめに、資料７５ページをご覧下さい。 

長崎県南部海区漁業調整委員会と当委員会との間で締結された協定

書を付けております。 

協定の目的は、天草市五和町地先と天草郡苓北町地先の対象海域に

おけるまき網漁業と釣漁業の操業秩序の確保となっております。 

協定の区域は、資料７７ページに区域図をお示ししております。 

苓北地先のＡ区域におきましては、長崎県のまき網漁業は、３月１

日から９月３０日まで操業禁止となります。 

五和地先のＢ区域におきましては、長崎県のまき網漁業は周年操業

禁止となります。 

この協定の第４に、「本協定の履行状況等を協議するため、両海区

漁業調整委員会は、定期的に、また必要に応じ協議を行う。」とあり

ます。 

これを根拠に、資料７９、８０ページの合意書と資料８１ページの

協議会運営要領が作られておりまして、これらに基づき年に１回、当

委員会と長崎県南部海区漁業調整委員会との間で協議を行っておりま

す。 

また、協議会の開催につきましては、協議会運営要領の第４の２に

より、開催地は原則として両県交互とすると定められております。 

昨年度は、長崎県において協議会を開催する予定でしたが、新型コ

ロナウイルス感染症拡大防止の観点から、書面決議により行われまし

た。 

今年度の開催につきましては、長崎県南部海区漁業調整委員会と協

議した結果、新型コロナウイルス感染症による「まん延防止等重点措

置」が出されている中での開催は困難との判断に至り、昨年同様、書

面決議による開催することとなりました。 

本県としましては、本協議会の重要性は十分理解しており、関係者

による意見交換が重要との認識ではありますが、現状を考慮し、書面

決議による開催は致し方ないと判断したところです。 

そこで、「令和３年度長崎県南部海区漁業調整委員会と天草不知火

海区漁業調整委員会との間の協定第４に関する合意書に基づく協議

会」、以下、「協議会」と表現させていただきますが、協議会の 2つ

の議題について御審議いただきたいと思います。 

資料８３ページをご覧下さい。 

協議会の書面決議の資料を添付しています。 

資料８５ページをご覧ください。 

協議会の書面決議のために審議する議案は２つです。 

第１号議案は、令和２年度の書面表決からの経過報告についてで

す。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議長 

 

令和２年度の書面表決の結果は、長崎県南部海区から令和３年（２

０２１年）３月３１日付けで通知されました。 

長崎県南部海区に今年度の協議会の書面決議の通知をしたのが、令

和４年（２０２２年）１月２１日ですので、その間の協定書及び合意

書の遵守状況についての議案です。 

両県から、昨年の書面表決以降、本協定に違反するような事例はな

かったと報告されています。 

資料８７ページをご覧ください。 

熊本県漁業取締事務所が実施した、協定書の対象海域周辺での取り

締まり状況の結果の一覧表です。本県漁業取締船「あそ」により、合

計６回、対象海域周辺において、取締が行われましたが、長崎県籍の

まき網漁船が、当該協定書に違反するような操業を行った事実は確認

されていないとの報告を受けています。 

資料８８ページから９３ページは、漁業取締船「あそ」の取締時の

プロッター図を示していますが、違反操業を行う漁船の船影は確認さ

れていません。 

資料９４ページをご覧ください。 

今年１月１７日に、天草漁協苓北支所及び同漁協五和支所に所属す

る一本釣り漁業者及びえびこぎ網漁業者の方々からも、長崎県のまき

網漁船による操業状況の聞き取りを実施しましたが、当該協定書に違

反するような操業、又はトラブルや事故も無かったとの報告を受けて

います。 

また、本県漁業者から、長崎県側に対して、「今後も引き続き、こ

の協定の内容を遵守してほしい。」という要望がございましたので、

第１号議案に関する意見として、長崎県南部海区漁業調整委員会に伝

えたいと思います。 

次に、第２号議案の「次回開催地について」御説明します。 

資料８１ページをご覧ください。 

協議会の運営要領の第４の２に、開催地は原則として両県交互とす

るとあります。 

今年度につきましては、熊本県が、本協議会を書面決議で行いまし

たので、来年度の協議会の開催につきましては、長崎県が開催するこ

ととし、開催時期は、令和５年１月から２月の月夜間に開催予定とな

ります。 

なお、令和４年（２０２２年）２月１７日付け３県南海第１９号に

より、長崎県南部海区漁業調整委員会吉谷均会長より、書面表決書が

送付されており、第１号議案及び第２号議案については、承認されて

おり、議案に関する意見もありませんでした。 

事務局からの説明は、以上でございます。御審議のほどよろしくお

願いします。 

 

ただいま、事務局から、令和３年度長崎県南部海区漁業調整委員会

と当委員会の協議会を書面表決について、議案の内容も含めて説明が
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ありましたが、委員の皆様から御意見、御質問はございませんか。 

 

他にございませんか。 

 

よろしいですか。 

 

はい。 

 

それでは特に無いようですので、審議を終了し、お諮りします。 

書面表決の第１号議案と第２号議案については、御承認いただけます

でしょうか。 

 

異議なし。 

 

それでは、書面表決の第１号議案と第２号議案について、当委員会は

承認するとさせていただきます。 

本日、事務局が予定した議事は以上ですが、委員の皆様から何かござ

いませんか。 

 

はい。 

 

事務局から、何かありませんか。 

 

先程、第１号議案で誤りのありましたその他のかご漁業に関する資

料について、差し替えていただく資料を後ほど配布させていただきま

す。よろしくお願いします。 

 

本日は長時間にわたり、本当にお疲れ様でした。 

それでは、これで第３８３回天草不知火海区漁業調整委員会を閉会し

ます。ありがとうございました。 

 

 


